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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

 ２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

回次 
第55期

第３四半期連結
累計期間 

第55期
第３四半期連結

会計期間 
第54期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成19年
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円）  35,761,029  11,612,657  49,721,899

経常利益（千円）  1,063,399  135,052  2,446,882

四半期（当期）純利益（千円）  866,093  93,798  1,639,098

純資産額（千円） －  28,610,827  28,962,210

総資産額（千円） －  60,249,833  56,424,764

１株当たり純資産額（円） －  687.06  695.05

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 20.79  2.25  39.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ －  －

自己資本比率（％） －  47.5  51.3

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,425,804 －  3,759,286

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,454,914 －  △2,096,812

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 4,173,793 －  △1,335,740

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  2,645,205  2,352,131

従業員数（人） －  1,175  1,131
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当社の企業集団は、当社、子会社９社で構成され、医薬品事業及びその他の事業を展開しております。 

当第３四半期連結会計期間における主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね以下のとおりでありま

す。 

＜医薬品事業＞ 

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。 

＜その他の事業＞ 

平成20年10月20日付けでイオナインターナショナル株式会社の全株式を取得して連結子会社化し、本格的に化

粧品事業に参入いたしました。  

  

事業の系統図は次のとおりであります。  

 
  

 当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

 名称  住所 
 資本金 

（百万円）  
 主要な事業の内容

議決権の所有割合 

又は被所有割合 

（％）  

 関係内容 

 （連結子会社） 

イオナインターナ

ショナル㈱ 

 東京都中央区  ２００ 
その他の事業 

(化粧品事業)  

所有  

１００ 
役員の兼任１名 
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４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

  平成20年12月31日現在

従業員数（人）  1,175

  平成20年12月31日現在

従業員数（人）  1,083
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産の状況 

生産実績 

 （注）１ 金額は正味販売価格換算で表示しております。 

２ 金額は消費税等抜きで表示しております。 

(2）受注の状況 

 当社グループは販売計画並びに生産計画に基づいて生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

(3）商品仕入の状況 

 商品仕入実績 

 （注）１ 金額は実際仕入額で表示しております。 

２ 金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

金額（千円）

医薬品事業 

(1）医療用医薬品部門  3,434,565

(2）コンシューマーヘルスケア部門  4,753,650

小計  8,188,216

その他の事業 － 

合計  8,188,216

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

金額（千円）

医薬品事業 

(1）医療用医薬品部門  1,788,962

(2）コンシューマーヘルスケア部門  653,956

小計  2,442,918

その他の事業 － 

合計  2,442,918
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(4）販売の状況 

 販売実績 

 （注） 金額は消費税等抜きで表示しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

金額（千円）

医薬品事業 

(1）医療用医薬品部門  6,737,366

(2）コンシューマーヘルスケア部門  4,830,604

小計  11,567,970

その他の事業  44,687

合計  11,612,657
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 当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等は次のとおりであります。 

  

（株式取得に関する契約） 

当社は、化粧品事業への本格参入を目的として平成20年10月１日付でイオナインターナショナル株式会社の全

株式を取得する契約を締結いたしました。同契約に基づき、平成20年10月20日同社の全株式を取得し、子会社化

いたしました。 

株式取得の概要は、以下のとおりであります。 

（１）株式取得の目的 

同社の子会社化による化粧品事業への本格参入と当社コンシューマーヘルスケア事業とのシナジー効果に

よる当社グループの企業価値向上を目的としております。 

（２）株式取得の相手方 

創業者一族 

（３）買収した会社の概要 

（４）取得株式数及び取得後の持株比率 

   

  

２【経営上の重要な契約等】 

 ①商号  ：イオナインターナショナル株式会社 

 ②事業内容  ：化粧品、医薬部外品の製造販売 

 ③資本金  ：２億円 

 ④売上高  ：10億99百万円（平成20年11月期） 

 ⑤純資産  ：16億67百万円（平成20年11月期） 

 ①取得株式数  ：215,135株 

 ②取得後の持株比率  ：100％ 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

（１）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融市場の混乱による急激な円高や株価下落等が

企業収益を圧迫し、雇用や設備投資が減少するなど景気後退が顕著になりました。 

医療用医薬品業界におきましては、昨年４月に薬価改定が行われるとともに、後発医薬品(ジェネリック医薬

品)の使用促進などの医療費抑制策の継続基調も変わらず、またＯＴＣ医薬品(一般用医薬品)市場におきまして

も、景気後退により個人消費が伸び悩むなど、ともに厳しい環境下で推移いたしました。 

このような情勢の中、医療用医薬品部門におきましては、最重点領域と位置付けております消化器官用薬の亜

鉛含有胃潰瘍治療剤「プロマック」、H2受容体拮抗剤「アシノン」、大腸内視鏡前腸管洗浄剤「ビジクリア錠」

などに営業力をより一層注力し、市場拡大に努めました。 

一方、コンシューマーヘルスケア部門におきましては、従来の販売促進活動に加え、主力製品である「コンド

ロイチン群」のテレビＣＭを継続して実施し、市場の拡大とともにゼリアブランドの認知度向上に努めました。

また、滋養強壮剤「ヘパリーゼ群」に多数の新製品を投入しラインナップを強化して、市場の更なる拡大を図り

ました。 

しかしながら、市場競争の激化や薬価改定の影響を主要因として、当第３四半期連結会計期間の売上高は116

億12百万円（前年同期比8.5％減）に止まりました。また、利益につきましても、営業利益１億18百万円（前年

同期比52.1％減）、経常利益１億35百万円（前年同期比37.6％減）、四半期純利益93百万円（前年同期比51.2％

減）となりました。 

なお、化粧品事業への本格的な参入と当社コンシューマーヘルスケア事業とのシナジー効果を狙い、イオナイ

ンターナショナル株式会社の全株式を取得し、子会社化いたしました。 

また、前年同期比は参考として記載しております。 
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（２）キャッシュ・フローの状況 

  当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は、第２四半期連結会計期間

末残高対比８億99百万円増加し、26億45百万円となりました。これは、営業活動によるキャッシュ・フロー、投

資活動によるキャッシュ・フローが各々14億49百万円、17億円マイナスであったものの、財務活動によるキャッ

シュ・フローが40億49百万円のプラスであったことによるものであります。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間は14億49百万円の資金の減少となりました。これは、税金等調整前四半期純利益の

計上１億33百万円、減価償却費の計上５億56百万円、賞与引当金の減少４億75百万円、たな卸資産の増加１億24

百万円、仕入債務の減少11億78百万円、法人税等の支払２億97百万円等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当第３四半期連結会計期間は17億の資金の減少となりました。これは、投資有価証券の取得による支出７億13

百万円、新規連結子会社株式の取得による支出８億57百万円等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

当第３四半期連結会計期間は40億49百万円の資金の増加となりました。これは、短期借入金の増加49億31百万

円、長期借入金の返済による支出５億51百万円、配当金の支払３億21百万円等によるものであります。 

  

（３）事業及び財務上の対処すべき課題 

   当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、12億97百万円であります。 

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

  

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

   当社グループを取り巻く企業環境は、市場の変化に伴う競争の激化から、一層厳しさを増しております。 

  また、新薬開発には引き続き多額の研究開発投資を必要といたします。 

   このような状況に加えて、医薬品の製造と販売に関する関連諸法規の存在と医療制度に包括された保険薬価

が、事業の採算性に大きく影響しております。継続的な薬価改定や診療報酬の改定などが、医薬品市場に直接影

響を与えております。一方、超高齢社会の進展や健康志向の高まりなどから、ＯＴＣ医薬品（一般用医薬品）等

の市場が拡大する可能性もあります。 

   当社グループといたしましては、このような状況を踏まえて、医療用医薬品部門におきましては、消化器官用

 薬を最重点領域と位置付け、既存品のライフサイクルを維持、延長する目的から剤形追加や効能追加のための開

 発を進める一方、新薬パイプラインを充実させるべく、従来の上部消化管領域に加えて下部消化管領域において

 新薬投入を加速すべく、開発を進めております。 

   さらに、従来の消化管炎症性疾患のみならず機能性胃腸疾患に有用な新薬の開発を国際的な戦略品と位置付 

  け、日米欧３極で臨床試験を実施しております。 

   一方、コンシューマーヘルスケア部門におきましては、超高齢社会の進展や健康志向の高まりに併せた製品開

  発に取組むとともに、小売流通業界の変革や通信販売などの台頭に対応した販売施策について、検討を進めてま

  いります。 

  

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 ①キャッシュ・フロー 

 「（２）キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

 ②資金需要 

 当社グループの運転資金需要の主なものは、原材料及び仕入商品の購入などのほか、製造費用、販売費並びに

一般管理費などの営業費用です。研究開発費は、販売費及び一般管理費に計上されております。一方、設備投資

をはじめとして有形・無形固定資産などへの投資資金需要が発生いたします。当社グループはこれらの資金需要

に自己資金及び社債の発行、長・短期借入金にて対応しております。  
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（７）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループといたしましては、こうした状況を踏まえ、引き続き研究開発における新薬パイプラインの充実

に取組むとともに、海外を含めた臨床開発の一層のスピードアップと効率化を図っていく所存であります。 

 このような動きとともに、医療用医薬品部門におきましては、消化器官用薬を最重点領域と位置付け、同分野

に営業力を集中することにより市場構築強化を目指してまいります。また、コンシューマーヘルスケア部門にお

きましては、消費者ニーズに応える製品開発の強化を通じて、総合健康企業としての事業展開を積極的に進めて

まいります。 

 また、医薬品事業およびその周辺分野における企業提携等の実現に向けて積極的な展開を図り、当社グループ

の企業価値向上を目指してまいります。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、イオナインターナショナル株式会社の全株式を取得して連結子会社化した

ことに伴い、同社福島工園が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は次のとおりです。

国内子会社  

(注)帳簿価額のうち、「その他」は工具器具及び備品の合計額であります。 

なお、金額には消費税等は含まれておりません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

会社名 

  

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名

称  

設備の内容 

  

 帳簿価額（千円） 

 従業員数

 （人） 建物及び 

構築物 

機械装置 

及び運搬具

土地 

（ｍ2）  
その他 合計 

イオナインターナ

ショナル㈱ 

 福島工園 

（福島県 

西白河郡）

その他の事業 

(化粧品事業)  

化粧品の製造

設備、研究設

備、配送設備

 310,616  4,136
(27,945.71)

230,700
 15,689  561,143    25
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

                 普通株式  119,860,000

計  119,860,000

種類 
第３四半期会計期間末 
 現在発行数（株） 
（平成20年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

    普通株式  48,290,173  48,290,173
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数は1,000株

であります 

計  48,290,173  48,290,173 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
 発行済株式 
 総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
  増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成20年10月１日～ 

平成20年12月31日 
 ―  48,290,173  ―  6,593,398  ―  5,397,490

（５）【大株主の状況】 

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 
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当第３四半期会計期間の末日現在の「議決権の状況」については株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。  

①【発行済株式】 

 （注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式801株が含まれております。 

２．当第３四半期会計期間において、単元未満株式の買取により自己株式が8,788株増加しております。 

  

  

②【自己株式等】 

  

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 (自己保有株式) 

－ 
単元株式数は1,000株で

あります。  普通株式  6,638,000

完全議決権株式（その他） 普通株式  41,147,000  41,147 同上 

単元未満株式 普通株式  505,173 － 
１単元(1,000株)未満 

の株式 

発行済株式総数    48,290,173 － － 

総株主の議決権 －  41,147 － 

  平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する 

所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 

ゼリア新薬工業株式会社 

東京都中央区日本橋小舟町

10番11号 
 6,638,000  －  6,638,000  13.75

計 －  6,638,000  －  6,638,000  13.75

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,080  1,130  1,124  1,095  1,097  1,092  1,083  1,077  1,040

最低（円）  1,040  999  1,000  1,002  1,027  1,017  968  1,001  971
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３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）退任役員  

  

（２）役職の異動  

  

役名 職名 氏名   退任年月日 

常務取締役 医薬営業本部長 猪口 博明 平成20年12月31日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 

管理本部長兼経理部長 

人事部長  

コンプライアンス担当 

取締役  
管理本部長兼経理部長 

コンプライアンス担当 
遠藤 広和 平成20年10月20日

取締役 ― 取締役 人事部長  山本 隆光 平成20年10月20日

常務取締役 生産物流本部長 常務取締役 生産物流本部担当 長江 晴男 平成21年２月１日

取締役 
管理本部長兼経理部長 

コンプライアンス担当 
取締役 

管理本部長兼経理部長 

人事部長  

コンプライアンス担当 

遠藤 広和 平成21年２月１日
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,787,296 2,477,131

受取手形及び売掛金 ※4  12,742,918 ※4  12,040,374

有価証券 － 6,998

商品及び製品 3,492,337 2,938,134

仕掛品 528,821 486,487

原材料及び貯蔵品 2,360,735 1,786,536

その他 3,997,572 3,315,272

貸倒引当金 △33,508 △41,965

流動資産合計 25,876,174 23,008,970

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1, ※3  6,254,893 ※1, ※3  6,198,397

土地 ※3  10,082,255 ※3  9,847,372

その他（純額） ※1  3,659,270 ※1  3,571,000

有形固定資産合計 19,996,420 19,616,769

無形固定資産 1,757,402 1,660,047

投資その他の資産   

投資有価証券 6,887,117 6,427,445

その他 5,856,264 5,807,445

貸倒引当金 △123,544 △95,915

投資その他の資産合計 12,619,837 12,138,976

固定資産合計 34,373,659 33,415,793

資産合計 60,249,833 56,424,764

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,570,666 5,142,532

短期借入金 14,583,428 7,307,686

1年内償還予定の社債 200,000 200,000

未払法人税等 379,793 762,249

賞与引当金 374,623 921,447

返品調整引当金 217,499 181,167

売上割戻引当金 274,624 234,654

その他 3,272,255 3,228,871

流動負債合計 23,872,890 17,978,608

固定負債   

社債 2,700,000 2,800,000

長期借入金 4,183,778 5,649,088

退職給付引当金 437,587 715,370

役員退職慰労引当金 － 217,398

その他 444,750 102,087

固定負債合計 7,766,115 9,483,944

負債合計 31,639,006 27,462,553
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,593,398 6,593,398

資本剰余金 5,414,745 5,414,745

利益剰余金 23,840,634 23,641,104

自己株式 △7,012,420 △6,984,772

株主資本合計 28,836,358 28,664,476

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △225,530 297,734

評価・換算差額等合計 △225,530 297,734

純資産合計 28,610,827 28,962,210

負債純資産合計 60,249,833 56,424,764
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

売上高 35,761,029

売上原価 16,386,411

売上総利益 19,374,617

返品調整引当金戻入額 181,167

返品調整引当金繰入額 213,548

差引売上総利益 19,342,236

販売費及び一般管理費 ※1  18,256,715

営業利益 1,085,521

営業外収益  

受取利息 3,311

受取配当金 171,926

その他 88,309

営業外収益合計 263,547

営業外費用  

支払利息 196,741

その他 88,927

営業外費用合計 285,669

経常利益 1,063,399

特別利益  

投資有価証券売却益 156,528

退職給付信託設定益 301,975

特別利益合計 458,504

特別損失  

固定資産除却損 25,956

投資有価証券売却損 32

特別損失合計 25,989

税金等調整前四半期純利益 1,495,914

法人税等 ※2  629,821

四半期純利益 866,093
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

売上高 11,612,657

売上原価 5,275,868

売上総利益 6,336,789

返品調整引当金戻入額 190,836

返品調整引当金繰入額 213,548

差引売上総利益 6,314,077

販売費及び一般管理費 ※1  6,195,838

営業利益 118,238

営業外収益  

受取利息 885

受取配当金 39,644

企業誘致奨励金 32,513

その他 33,404

営業外収益合計 106,448

営業外費用  

支払利息 72,008

その他 17,626

営業外費用合計 89,634

経常利益 135,052

特別損失  

固定資産除却損 1,817

特別損失合計 1,817

税金等調整前四半期純利益 133,234

法人税等 ※2  39,435

四半期純利益 93,798
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 1,495,914

減価償却費 1,652,380

賞与引当金の増減額（△は減少） △546,823

退職給付引当金の増減額（△は減少） △415,998

退職給付信託有価証券の設定額 562,691

退職給付信託設定損益（△は益） △301,975

受取利息及び受取配当金 △175,238

支払利息 196,741

投資有価証券売却損益（△は益） △156,495

売上債権の増減額（△は増加） △510,362

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,073,483

仕入債務の増減額（△は減少） △640,973

前払年金費用の増減額（△は増加） △153,980

その他 △337,370

小計 △404,974

利息及び配当金の受取額 175,312

利息の支払額 △200,033

法人税等の支払額 △996,109

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,425,804

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △290,868

無形固定資産の取得による支出 △310,934

投資有価証券の取得による支出 △2,082,445

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,203,725

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△857,624

その他 △116,767

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,454,914

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,425,100

長期借入金の返済による支出 △1,465,916

社債の償還による支出 △100,000

自己株式の取得による支出 △27,647

配当金の支払額 △657,742

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,173,793

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 293,074

現金及び現金同等物の期首残高 2,352,131

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,645,205
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

(１)連結の範囲の変更 

当第３四半期連結会計期間より、イ

オナインターナショナル㈱の全株式を

取得したため、同社を連結の範囲に含

めております。 

なお、四半期連結財務諸表作成にあ

たり、同社の決算日である平成20年11

月30日をみなし取得日としております

が、同日と第３四半期連結会計期間末

との差異が３ヶ月以内であるため、当

第３四半期連結会計期間においては、

同社の貸借対照表のみを連結しており

ます。 

(２)変更後の連結子会社の数 

３社   

２．会計処理基準に関する事

項の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として総平均法に

よる原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日）が適用された

ことに伴い、主として総平均法による原

価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。これによる損益に

与える影響はありません。 
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【簡便な会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績

率が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結

会計年度末の貸倒実績率を使用して一般債

権に係る貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末のたな卸高

の算出に関しては、実地たな卸を省略し、

第２四半期連結会計期間末の実地たな卸高

を基礎として合理的な方法により算出する

方法によっております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関して

は収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行

う方法によっております。  

３．有形固定資産の減価償却

費の算定方法 

 定率法を採用している有形固定資産につ

いては、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によってお

ります。 

４．繰延税金資産の回収可能

性の判断 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によ

っております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積もり、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含

めて表示しております。  
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【追加情報】 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 当社の機械装置については、平成20年度の税制改

正を契機として経済的耐用年数を見直した結果、第

１四半期連結会計期間から耐用年数の延長を行って

おります。これにより、当第３四半期連結累計期間

の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益が31,541千円増加しております。 

（役員退職慰労引当金） 

 当社及び連結子会社は、従来、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を役員

退職慰労引当金として計上しておりましたが、当社

は役員退職慰労金制度を平成20年６月の定時株主総

会終結の時をもって廃止するとともに、同定時株主

総会にて制度廃止時までの在任期間に対応する退職

慰労金を役員の退任時に支給することを決議いたし

ました。なお、連結子会社においても同様の取り扱

いをしております。 

 これに伴い、当該制度廃止時までの在任期間に対

応する役員退職慰労金相当額を長期未払金として固

定負債の「その他」に振り替えて表示しておりま

す。なお当第３四半期連結会計期間末の残高は

204,210千円であります。 

（株券貸借取引に係る預り担保金等） 

 前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりました株券

貸借取引の担保として受け入れた預り担保金（前連

結会計年度末851,248千円、当第３四半期連結会計期

間末831,348千円）は、取引実態を厳格に勘案した結

果、第１四半期連結会計期間から「短期借入金」に

含めて表示しております。 

  また、四半期連結キャッシュ・フロー計算書にお

いて、「預り担保金の純減少額」（当第３四半期連

結累計期間19,900千円）は、第１四半期連結会計期

間から財務活動によるキャッシュ・フローの「短期

借入金の純増減額」に含めて表示しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円19,409,135 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円18,049,734

 ２ 偶発債務 ２ 偶発債務 

  

ゼリア共済会(従業員)借入債務保証 

  千円263,447

ゼリア共済会(従業員)借入債務保証 

  千円318,154

※３ 担保に供している資産 

担保に供されている資産で、企業集団の事業の

運営において重要なものであり、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。 

※３ 担保に供している資産 

建物 千円318,716 建物 千円18,541

土地 千円236,707 土地 千円8,602

なお、この増加は当第３四半期連結会計期間に

おいて、イオナインターナショナル㈱を連結子会

社化したことに伴うものであります。 

   

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含ま

れております。  

※４    ――――― 

受取手形 128,881千円  

（四半期連結損益計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は

次のとおりです。 

給料及び手当 千円4,181,174

賞与引当金繰入額 千円296,765

退職給付費用 千円385,496

役員退職慰労引当金繰入額 千円6,970

貸倒引当金繰入額 千円1,572

研究開発費 千円3,864,535

※２ 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。 
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当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は

次のとおりです。 

給料及び手当 千円1,179,035

賞与引当金繰入額 千円296,765

退職給付費用 千円128,714

貸倒引当金繰入額 千円2,781

研究開発費 千円1,297,476

※２ 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しており

ます。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成20年12月31日現在) 

  

現金及び預金勘定 千円2,787,296

預入期間が３か月を超える定期預金 千円△142,090

現金及び現金同等物 千円2,645,205
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（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式     48,290,173株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式      6,647,589株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

 （２）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの。  

該当事項はありません。 

  

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
 配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日 

定時株主総会 
 普通株式  333,353  8.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日  利益剰余金

平成20年11月５日 

取締役会 
 普通株式  333,210  8.00 平成20年９月30日 平成20年12月５日  利益剰余金
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当第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日 至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平

成20年４月１日 至平成20年12月31日) 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める医薬品事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

  

当第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日 至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平

成20年４月１日 至平成20年12月31日) 

  在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間(自平成20年10月１日 至平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自平

成20年４月１日 至平成20年12月31日) 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  

  

  

 当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

  

  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

【海外売上高】 

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日） 

当社グループの行っているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しておりま

す。 
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（ストック・オプション等関係） 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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（企業結合等関係） 

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第３四半期連結会計期間末 
（平成20年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 687.06円 １株当たり純資産額 695.05円

  
当第３四半期連結会計期間末

（平成20年12月31日） 
前連結会計年度末

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額(千円）  28,610,827  28,962,210

普通株式に係る純資産額（千円）  28,610,827  28,962,210

普通株式の発行済株式数（株）  48,290,173  48,290,173

普通株式の自己株式数（株）  6,647,589  6,621,045

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の

数（株） 
 41,642,584  41,669,128

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 20.79円 １株当たり四半期純利益金額 2.25円

  
当第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

四半期純利益（千円）  866,093  93,798

普通株式に係る四半期純利益（千円）  866,093  93,798

普通株式の期中平均株式数（株）  41,655,632  41,647,307
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（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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２【その他】 

 平成20年11月５日開催の取締役会において、当中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・333,210千円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・8.00円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・平成20年12月５日 

 （注）平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月13日

ゼリア新薬工業株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 若林 博史  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 内田 好久  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼリア新薬工業

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ゼリア新薬工業株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管してしおります。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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